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経営 意思決定のための結合原価分析

久 野 光 朗
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§1総 説

相 互に関連 のあ る結合 生産物(associatedcommα 茄es)の 価 値 を決定す るに 当た って生産

費(costofprOduction)は なん ら関係 を有 しない。 生 産 費は単 に結合価値(jointvalue)を
(i)

決定ず るだけである。

結合生産物の利用上の相対的重要度,あ るいは総原価(tOtalcost)を 結合生産物の間で
くお

配分す る割 り合 い を決定 す る自然法則(anyruleofnatUre)は,ま ず存在 しな い。

9

結合原価 は結合生産物 に全体 として 発生す るのであ り,特 定の生産物 に割 り当て られ る

原価額 は直 接観察 によ って当該生産物 に追 跡で きない。 結合 原価 は配分 で きるが,配 分 の

基準はすべ て客観的 に検 証で きない 仮 定(assumptionswhichcannotbeobjectivelyved£ed)

を含んで い る。 かか る理 由か ら,結 合原 価の配分 は,特 に生産 物の原価が必 要であ る場合

を除いて,甲で きる限 り避 け るのが至 当であ る。 また,配 分 を行 な う場 合 で も,当 該生産物
(3)

の原価 を利用す る際はその前提 になっている仮定を常に銘記すべ きである。

(1)JohnStuartMill,P伽6ψ 島3efpoli彦icalE`oπo吻(NewYork,TheColonialPress,

1900),p.88.

(2)AlfredMalshall,P加 吻Z65げEooηo〃 珈(London,Macmillan&Co.,Ltd.,1920),

P・390。 、

(3)TheNationalAssociati㎝ofCostAcoountants,Costin810intProdu`お 一Research

SeriesNo.31(NewYork,TheAssociation,Apd11,1957),pp.2-3.
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こ こに か か げ た 最初 の 二 つ の 引 用 文は,と もに 経 済学 の 泰 斗 で あ るJohn

StuartMil1お よびAlfredMarshallが 結 合 生 産物 に 関す る結 合 原 価 配 分 上 の限

界 を端 的 に指 摘 した もの で あ る 。 また,三 番 目の 引用 文 はN.A.C.A.の 調 査

シ リー一ズ第31号,「 結 合 生産 物 の原 価 計 算」 が 同 様 の 問題 を さ らに 的確 に 表現

した もの であ る 。

広 義 の結 合 原価 も し くは 共 通 原価(jOintCOStOrCOmmOn:COSt)を 特 定 の給 付

単 位 へ 配 分す る こ とにつ い ては,こ れ まで種 々の便 宜 的 方 法 が 考 え 出 され,そ

れ に 対 して さ らに 改 良 を加 え る努 力 も払わ れ ては い るが,証 明力 の あ る客 観 的

な配 分 方 法 は 依 然 と して見 い 出 され て い ない のが 実 情 で あ り,"こ れ は従 来 の

原価 計算 に とっ て未 解 決 の まま宿 題 に な っ てい る とい う よ りは,寧 ろ解 決 で き
くの

ない問題であ る"と 極論 され てい るほ どであ る。

しか し,現 実の産業界 においては,結 合原価 の事 象が極 めて多い のであ り,

それは単 に物理 的 もしくは技術的 な関係か らぼか りでな く経済的関係か ちして
　の

も今後 ます ます多 くなる と思われ る。なかんず く,技 街 革 新 に 伴 う化学工業
(3)

の発 展 に よ って著 し く増 大 して くる事 実 を認 識 しなけ れ ば な らな い 。

また,結 合 原価 配 分 の問 題 は,こ れ を広 く考 察 す る場 合,単 に有 形 の財 貨 ぽ

か りで な く,い わ ゆ る用 役 に つ い て もみ られ,ま た製 造 業 のみ な らず 商業 に お

い て もみ られ る。 さ らに また,特 殊 な事 例 と しては 二 種 以 上 の棚 卸 資産 や 固定

資 産 を一 括 購 入(miXed,compesite,orlumpsumpurchase)す る場 合 に み られ
(4)e

る し,同 一 の倉庫 の中で保管 されてい る異種商品に対す る火災 保険料 につい て
(5)

もみ られ る。

(1)久 保 田 音 二 郎 稿,"ジ ョイ ン ト ・ コ ス トの 計 算,"中 西 寅 雄 編,「 近 代 原 価 計 算 」

(同 文 館,1958),p,206.

(2)NationalAssociatonofCostAcc)ountants,fOid.,pp.8-9を 参 照 。

'〈3)MortonBacker(ed
.);HandbookofMedernAccountin8Theor"(NewYork,

Prenti(沿 田1,Inc.,1955),p.591,染 谷 恭 次 郎 訳,「 近 代 会 計1」(中 央 経 済 社,

1956),p。224,L.LVance,Theor7andTechniqμeof(70stAccounting(Brooklyn,The

FoundぬonPress,Inc.,1952),P.368を 参 照 。

(4)StephenGilrnan,AccountingConceptsofprofit(NewYork,TheRonaldPress

Co血pany,1939),295,S.W.Sp㏄thde,」 乃z伽 彦伽2Accounting(E㎎1ewood℃1iffs,N.

J.,PrenticeHal1.Inc.,1959),PP.552-553を 参 照 。

(5)E.L.Kohler(ed),ADictionar2forAccountants(EnglewoodCliffs,N.J.,

PrenticeHall,Inc.,1957),p.192を 参 照 。
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したが っ て,わ れわ れ と しては,か か る結 合原 価 の配 分 に 関す る会 計 上 の限

界 を単 に手 を こ まね て 見 て い る こ とは で きな い の であ り,そ の 限界 を十 分 に 認

識 した うえ で経 営 に 最 も有 用 な結 合 原価 分析 の手 法 を開 発す る こ とが必 要 で あ

る。 しか し,そ の よ うな試 み を 企 て るに 当 た って,ま ず 今 日の 結 合原 価 に、関 連

す る会 計 問題 を 理 解 して お く必 要 が あ る。 い ま,そ れ らの 問題 をAccountants'
(1)

CostHandbookに 従 っ て列挙 す れ ぽ 次 の よ うに な るで あ ろ う。

1.棚 卸 資産の価 格設 定。

2.生 産物 か ら得 られ る収益 と原価 との対応 。

3.能 率の評 定。

4、 内部 統制。

5.生 産物の価格 設定 と価格構 成。

6.生 産 物の 相対的 生産量の決定 お よび変 更。

7.特 定の ロ ッ トもしくは注交 に関す る問題。

8.法 的規制 に対 す る価 格の妥 当性。

い ま,こ れ ら八 つ の事項 を1951年 に ア メ リカ会 計学 会 が 発 表 した 原価 の概念

く　　

お よび基 準に 関 す る委 員会 報 告 書 の原 価 計 算 目的 に 照 ら して三 つ に 大 別 して み

れ ば,1と2が 財務 会計 奉 仕 目的,3が 原価 管 理 目的,そ して4か ら8ま で が

特 殊 原価 調 査 目的 だ とい うふ うに 考 え る こ と もで きるで あ ろ う。そ こで,わ れ

わ れ は,こ れ らの諸 問題 を意 識 しなが ら,三 人 の先 覚者Edwards,Vatter,

・ お よび久 保 田博 士 が それ ぞれ 慣 行 的 な結 合 原価 の配 分 方 法 を 吟味 した うえで く

だ した優 れ た 結 論 に 耳を 傾 け てみ よ う。そ して,そ こか ら明確 な問 題 意 識 を捉

え る よ うに したい 。

まず,RonaldS.Edwardsの 主 張 は 下 記 の とお りで あ るが,こ こでは 慣 行 的 な結
ま

合原価配分方法は棚 卸資産評価 お よび原価管理 に関す る面での有用性が否定 さ

れ,結 合生産物 の構成割 り合いを変 更で きる条件 の もとにおいて最大利益 の追

求 とい う経 営政策 の樹立に指 向せ らるべ きだ とい う意見が 強 く出 され てい る。

(1)R.LDickey(ed.),Accoun彦ants'Cost、Handbook(NewYork,TheRonakiPress

Company,1960),15・2を 参 照 。lt

(2)TheAmericanAccountingAsscKiation,"ReportoftheCommitteeonCost

ConceptsandStandards,"TheAccountingRevieze,,April1952,pp.174-188.
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それゆえ,恣 意的な原価配分が価格設定 目的や能率の 管理 目的に とって無価値であるこ

とに同意で きれば,か か る作業を拗棄し,も っと有用な資料を集めることに努力を傾 ける

のが至当である。 筆者は,生 産物の構成割 り合い もしくは原価の構成割 り合いが変動する

場合に極めて重要な原価上の問題が生ず ることを 示そうと努めた。 それは有益な仕事であ

り,そ れを遂行することによ って原価会計士 は政策の樹立 とい う点で 経営者を助けること

がで きる。 常に生産物および原価の構成割 り合いを利益が 最大になるよ うに調整するため・

資料が必要 とされるのであ る。 この作業のためには恣意的な配分は不必要である。 他方,

構成割 り合いが固定 していて不変であるような場合,原 価会計士は総原価 についてだけ考

慮 すればよいのであ り,そ れを生産物の間に配分することは意味がな く,し たが って無罵
(1)

であると私は主張す る。

次 に,W皿amJ.Vatterの 建 設 的 な 主張 は 次 の三 つ に要 約 す る こ とが で きる
(2)

と思 う。 す な わ ち,第 一 点 は,も っ と 客 観 的で 弁 護 し得 る 原 価 配分 の基 準

(m(鵬obiecti鴨anddefensiblebasesofallocation)を 探 究 し,特 定 目的 に 適 合せ

しめ るため に 大量 の原 価 資料 処理 方 法 を発 展 させ るべ きだ とい うこ とで あ る。

第 二 点は,複 式 簿 記 とい う枠 の中 に と ど ま って い ない で統 計的 お よび数 学 的 な

分 析 技 法 を 会 計 人 の道具 箱(acoountants'toolkit)の 中 へ も りこむ べ きだ とい

うこ とで あ る。 第三 点 は,最 も大切 な こ とで あ るが,原 価 を説 明す るた めに 使

用 す る術 語 は 必 要 以 上 に正 確 性 とか 客 観 性 とい う意味 を 抱 かせ る こ との ない よ

う慎 重 に 選 択 す べ きだ とい うこ とであ る。

久 保 田博 士 は,Lang,MdFarland,&Schiff,(70StAccoztnting(NewYork,The

RonaldPressCompany,1953)の 第21章 に 出 てい る等 価 的 結 合 生 産物 に関 す る四 、

つ の結 合 原価 配 分方 法 を詳 細 に 吟 味 した うえ,そ れ らを 業 務 計 画,原 価 管 理,

お よび期 間 損 益 計 算 とい う三 つ の面 に 分け て 考 察 してい る。そ して,そ れ は 業

務 計 画 に 対 して一 応 の有 用 性 を認 め,原 価 管 理 お よび期 間 損 益 計 算 の補 助 目的

に関 しては 殆 ん ど まった く有 用 性 を 認 め てい ない とい う点 で,た また ま先 の

(3)

Mwardsの 結 論 に 近 似 して い る と思 わ れ る。

(1)DavudSolomons .(ed.)StudiesinCostin8(L㎝don,Sweet&Maxwen,Limited,

1952),pp.319-一 ・320.

(2)W.E.Thomas(αd.),ReadingsinCostAccounting,Budgeting,andControl

(N。Y.,South-WestemPUblishingCo.,1955),pp.237-238.

(3)久 保 田 音 二 郎 稿,前 掲 書,pp・216-220・

P
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以 上,三 人 の結 論 は,そ の 表現 の仕 方 に多 少 の違 い は あ って も,結 合 原 価 研

究 上 の実 践 的 価 値 を 経 営 意 思 決定 の 分野 に 求 め て い る とい うと ころに 共 通 点 が

み られ るで あ ろ う。 また,そ の よ うな分 野 に お い て は,正 規 の会 計 記 録 か ら入

手 され る資 料 のみ で な く他 の 資料 を も十 分 に利 用す る必 要が あ る こ とが 指 摘 さ

れ てい る。そ こで,本 稿 で は,N.A.C.A.が40社 に のぼ る会社 の協 力 の も と

に 実 地 調 査 を して発 表 したCostingJointProducts-ResearchSeriesNo.3」

(NewYork,TheAssociation,April,1957)の 第5章 を基 礎 資料 に して ア メ リ

カに おけ る経 営 意 思 決 定 の た めの結 合 原価 分析 の 実情 を 考 察 してみ る こ とにす

る。

な お,N.A.C.A.の 調 査 シ リーズ第31号 では,経 営 意 思 決定 の た め の結 合原

価 分析 と して,次 の五 つ の事 項 を扱 っ てい るので,以 下 そ の順 序 に従 って検 討

して い くこ とにす る。

1.結 合生産物の生産量の増減が原価および利益に及ぼす影響を決定する方法。

2.結 合生産物の最 も有利な混成を確定する方法。

3.結 合生産物 をそのまま販売する方が有利か,そ れ ともさらに加工 して販売す る方

が有利かを決定する方法。'

4.結 合生産物の 価格設定 の指針 として 如何なる原価資料を利用 すべ きか とい う問

題。

5.原 価が結合 している 経営活動の内部統制には如何なる原価および利益の資料が有

用であ るか とい う問題。

〈 補 説 〉

参 考 まで にN.A.C.A.の 調 査 シ リー ズ 第31号 が 採 用 して い る結 合 原 価 概 念 を他 の 異 な

る概 念 規 定 と比 較 しな が ら説 明 して お く。

調 査 シ リーズ 第31号 に述 べ られ て い る結 合 原 価 概 念 は,本 調 査 シ リーズ の 内 容 上,大 体

に お いて 製 造 業 の 結 合 生 産 物 に限 定 され て い るが,共 通 原 価(commoncost)と 同 一概 念 で

あ り,'最 広 義 の もの で あ る。 した が っ て,結 合 生 産 物 が(1)主 産 物(major,main,orprime

produ(ms)と 副 産 物(by・po。ducts,minorprOducts,cecoveries)と か ら成 る場 合,(2)等 価 的 結

合 生 産 物(c(>prOductS)の み か ら成鯵 場 合,(3)等 価 的結 合 生 産 物 と 副産 物 とか ら成 る場 合

の 三 つ を考 え て い るが,当 然,い ず れ の 場 合 に も結 合 原 価 が 発 生 す る もの とみ な され て い

る(lbib.,PP・2,7を 参 照)。 な お,本 調 査 シ リー ズ が 結 合 生 産 物 の 結 合 原 価 に 限 定 した の

は,既 にA∬ignmentげ1VO嗣 ηαπψ 伽 痂gCostsプbrル 伽agerialDecisions-Resear`ん ・Series

No.19(TheAssociation,1951)を 発 表 して い るか らで あ ろ う。
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しか し,結 合 原 価 を共 通 原 価 の 一 部 と解 す る人 もあ り,ま た両 者 を全 然 別 個 の 概 念 だ と

す る人 もあ り,さ らに ま た結 合 原 価 を等 価 的 結 合 生 産 物 の 場 合 だ け に 限 定 す る人 もい る と

い う実 情 で,そ の 解 釈 は必 ず し も一定 して い な い。 た とえ ば,か か る異 説 に つ い て は,上 に

示 した順 序 に従 って 次 の 文 献 を参 照 。E.LKohler,A1)ictionar1forAccountants(Englewood

Clitfs,N.J.,PrenticeHall,Inc.,1957),PP.102,278,LL.Vance,Theor2eandTechnieueof

CostAccounting(Brooklyn,TheFoundationPress,Inc.,1952),p.367,久 保 田 音 二 郎 稿,"ジ

ョイ ン ト ・コス トの 計 算,"申 西 寅雄 編,「 近 代 原 価 計 算」(同 文 館,1958),P,205.

上 記 の諸 説 を比 較 考察 して み た 場 合,筆 者 は,や は りN.A.C.A.の 解 釈 が よ い と思 う。

そ の 理 由 は,結 合 生 産 物 は単 独 生 産 物 の対 概 念 で あ り,主 産 物 は 副 産物 の対 概 念 で あ る と

い う考 え に基 づ い て い る。 この 筆 者 と同 じ見 解 は,既 に渡 辺 進,「 結 合 原 価 の 研 究 」(森

山 書 店,1940)P.4に 見 られ る。 ま た先 にc(>prOductsの 訳 語 と して筆 者 は等 価 的 結 合 生産

物 な る語 を 用 い て い るが,対 立 聯 結 製 品 と称 して い る人 もあ る。 た とえ ば,土 岐 政 蔵 稿,
　

"聯 結 生産 物 の 原 価 計 算
,"日 本 会 計 学 会 編,「 原 価 及 び原 価 計 算 」(森 山書 店,1940),

P.229を 参 照。 な お,oo・prOductsは 自動 車 生 産 の 場 合 の よ うな 組 立型 産 業 に お け る 関 連 部

品 の 意 味 に解 し,必 ず し も他 の 生 産 の 結 果 で あ る とは 限 らな い とい う 特 異 な 見 解 もあ る。

た と えば,C.F.Schlatter&W.J.Schlatter,CostAccounting(NewYork,JohnWiley&

Sons,Inc.,1957)P.675を 参 照 。

§2最 適 生 産 量 の 決 定

結合生産 の弾力性は,製 造過程の技 術的性格 もし くは当該 生産物 に関す る需

要 とい う面か ら限定 を受け る。た とえば,塩 水 の電気分解に よって塩素 と苛性

ソーダとを生産す る場 合,そ の結 合生産物は常に同一 の割 り合いで発生す る。

また,製 鋼 会社 の コー クス製造工場 に おいては一定 の品質 を維持 す る要請か ら,

原 油精製業に おいては顧客 の需要か ら,そ れぞれ結合生産物 の生産割 り合いが

限定を受 け ることにな る。

結合生産物が一定 の割 り合いで生産 され る場合,一 方の生産物 の生産量 の増

減は 必然的に 他方 の生産物 の 増減 と比例す ること にな り,経 営者は 製品混成

(prOductmix)を 考慮す る余地 が な くな って しま う。 この よ うな事情 の もとに

おいては,結 合原価 の配分が 生産量 の決定に役立 たな くな る。 したが って,結

合生産物 の総原価(totalc(xx)を 全売 上収益(combinedsalesre>enue)と 比較

す ることに よって全 体 と しての収益性を測定 す る以外 に方法が ない。

以上の理 由か ら,調 査 シ リーズ第31号 は,個 々の結合生産物 につ いて損益を
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算定 しない会社が あ り,ま た算定 す る としても生産量 の決定 に当た ってそれを

利用 しない会社があ る ことを報告 し,大 豆,コ ブラ,お よび亜麻な どか ら生産

され る油 とひ きわ りの例をあげてい る。

なお,上 述 した総原価 と全体収 益 との比較 に当たって,製 品の物量単位 の代

わ りに投入原材料 の物量単位 を採用す ることが あ るとい う。それは製品間の物

量単 位が必ず しも共通 していないか らであ り,ま た投 入原材 料の特定単位 につ

いて原価を測定す ることは経営者が加工費や管理費を低減 させ るのに役立 ち,

かつ人や設備に関す る能率 の比較 を可能にす るか らであ ろ う。

なお,結 合生産 物が主産 物 と副産物 とか ら成 る場 合,通 常 の会計手続 では主

産物 に対 して副産物 の価格を 貸記 した後で全 生産 物につ いて全体 と しての損益
くの

数値 を算出 してい るが,そ の場 合,副 産品 の価値 が極 めて小 さければ,主 産物

に関す る生産量 の決定 上,副 産物を無視す ること も考え られ る。かか る事情に

おいては,副 産物 の生産増加分が販売不能であ って も,主 産物 の生産を増加 さ

せ る方が有利 な場合があ るか らであ る。

§3最 適製品混成の確定

調査 シ リーズ第31号 は,結 合生産物が発 生す る割 り合 いを管理で きる場合 と

して,ま ず或 る塩漬物製造業者 が決定す べ き経 営方針を次 の よ うな例で示 して

い る。

塩漬物 は種 々の方 法で加工 された り利 用 され る。 す なわ ち,塩 漬 の まま販売 され た り,

調味料 用 もし くは混合 塩漬物 用 に切断 され た り,種 々の 飲料 に投 じられ た り,他 の罐 活業

者へ販売 され た りす る。 い ま,或 る規格 の ものが甚だ し く不 足 した とす る と,そ の 市場 極

値 は高騰 す るで あろ う。 ところで,Michindoに っ いては,こ れ まで上 記の規格 の ものが混

合漬物 用に 切断 きれてい た とす る。 そ うす ると,経 営 者 は,有 利 な売 れ ゆ きを期 待 して

ただ ちに この規 格の ものを持 ち越す こ とに し,切 断用 には 別の 規格の もの を向 け るこ とに
(2)

な る 。

(1)副 童 物 評 価 に お け る 非 原 価 法 の 一 種 で あ り,総 原 価 差 引 副 産 物 価 格 法

(totalcostIessvalueofby-prOducts,includi㎎selli㎎andadminlstrativeeXeense)と 称 さ

れ て い る 。 た と え ば,R.1.Dickey(ed.),Ibid.,P.13・23を 参 照 。

(2)W.A.Bush,"PickleCosts,"N.A.C,A.Bultetin,November1,1938,P.285.

、
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さて,生 産割 り合いを管理す る範 囲は一般 に長期的に な る傾 向が多 い。短期

的 な場 合,既 存 の製造設備に よって製品混成 の変化に限界が加 え られ,ま た既

存 の得意先に よって販売 され る ものが限定 され るか らであ る。時が経つに従 っ

て,新 しい製造 方法が発展 し,新 しい製造設備が入手 され,新 市場 が発見 され

ることに な る。 このよ うな過程は,技 術進歩に よって原材料 の大部分を高 級品

に転換 させ,新 市場 を発 展せ しめた石油産業に おいてみ る ことがで きる。

製品 の生産 お よび販売の割 り合 いが変 更す る場 合,一 般 に売 上収益総額 と原

価総額 の両方に影響を与 え ることに な る。 したが って,生 産量 の割 り合 いを変

更で きる結 合生産物につい ては,最 適混成(optimummix)を もた らす ことに

主眼が おかれ る。そ して,そ の際,個 々の結合生産物 の原価 は確実に決定 で き

な くて も,製 造活動 の変動 に基因す る結 合原価 合計額 の変 動分を測定す ること

がで きる。

ここにおいて,調 査 シ リーズ第31号 は,か か る問題に対す る解 決方法 として

"全 般予算接 近法(over ・allbudgetapproach)"と"差 額原価接近法(dHerential

costapproach)"の 二つ をあげ て説 明 してい る す なわ ち,前 者は提 案 され た各

方法 に基 づいて全般的 な予算 を作成 し,そ れ らの比較か ら最大利 益が示 され る

ものを採用せ ん とす るのに対 して,後 者 は提案 され た各方法を採 用す ることに

よって変動す る原価 差額 と関連売 上収益差額 だけを計算 し,そ の両 者の比較か

ら最 も有利 な方法 を決定す るのであ る。 もちろん,条 件が等 しい限 り,両 者は

伺 一一の解答を与 え ることにな る。全般 予算接近法が果物罐詰業老 に よって採用

され てい る一例を調査 シ リーズ第31号 に従 って示せぽ次 の とお りであ る。

製品の類別が最大価値になるようにす る場合,個 々の製品について"回 収価値(mmvety

value)"と 称す る価値尺度を確定 している。 特定の製品に関 して,取 引価格 を決定 し,割

引額や手数料な どを控除 し,そ れか ら認識 し得 る庖接費をすべて控除す る。 か くして求め

られる数値は,果 物の回収に関 して,そ の間接費,利 益,お よび税金 とな る。 これはケー

ス単位で表わされるが,ケ ース単位の相対的回収数値を比較す る場合,個 々の製品の相対

的利益が得 られ ることになる。 この回収価値概念 は,か か る特定の製品の生産に関 して自

由にその決定を行なえる場合,或 る一定の特殊な形態 もしくは規格の ものを他 よりも多 く

罐詰 にした方がよいか どうかの決定を促す際に利用 されている。
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これは,共 通 原材料費総額が類別前 の果物を入手 した時に決定 され,当 該 原

材料を如何 な る製品に加工 した らよいか とい う問題に対す る経営意思決定 方法

の一 つを示 した ものであ る。 ここでは,結 合原価 の配分は不要であ り,経 営意

思決定 上なん ら関連を持 た ない。 この手続 は,一 つ の共通原材料か ら生ず る複

数 製品の結合生産に限定 され るものではな く,生 産量に関す る幾 つかの代替的

方 法が考え られ る場合,共 通す る製造 および販売 上の原価 要素を最 も有利に利

用す るとい う広範 囲の問題 に も適用せ られ るであ ろ う。 しか し,代 替的方法を

評定す る際 に考慮すべ き与件 の数 が多 い場合,そ の計算は複雑にな るので高 度

の計算技法や近値 計算が必要 とな る。

差額原価接 近法 と して調 査 シ リーズ第31号 が示 してい るものには次 の よ うな

原油精製業者 の実例があ る。

或 る原油精製業者はケロゼンを供給 している。 彼は,そ れをケロゼンのままで販売すべ

きか,そ れ ともそれを加工 して利用すべ きかを知 りたが ってい る。 その場 合,ケ ロゼンを

加工す る増分原価を知 らなければ,本 当に賢明な意思 決定 を行なえな いことは 明白であ

る。ケロゼ ンの加工に関連す る原価は差額原価であ る。 それは,そ の後の加工部門までに

発生する原価 と現状の生産で発隼す る原価 との差額である。 差額収益は,ケ ロゼ ンを加工

した後の収益(す なわちガソ リンおよび燃料油の収益)と ケロゼンの売上収益 との差額であ
(1)

る。 もし差額収益が差額原価を超過 していれば,さ らに加工をす ることが正当化 される。

§4追 加加工の是非

副産物 もし くは等価 的結合 生産物を生産分離 点(cut・offprOduCtionPOint)で

販売す るか,そ れ ともそれを さ らに加工 して販売す べ きか とい う問題の解決 に

おい ては,結 合生産物 の分離前 に発生 した結合原価 はなん ら関連 しないのであ

り,分 離後 の加工費 と当該加工製品 の収益 とが決定条件に な る。い ま,こ れを

調査 シ リーズ第31号 が 引用 してい る例に従 って全般予算法 と差額 原価法に よっ
く　ラ

て示 せ ぽ 次 の とお りで あ る。
、

(ユ)J.L.Foic,`℃ostAnalysisBudgettoEvaluateOperatingAltematives{orOil

Refiners,,,、 配.んCご4.B露 〃etin,December1949,p.407.

〈2)W皿lamJ.Vatter,"Tailor・MakingCcstDataforSPecrficUses,"1954

ConferenceProceedings,N.∠4.σ.A.Bu〃e'in,August1954,PP.1703-1704.
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<資 料>

A製 品 とB製 品 とが結合生産 され てい る。 経 営者 は次の二つ の 代 替的方法の選択 に直

面 してい る。(1)B製 品 をその まま販売す るか,(2)B製 品を加工 してC製 品 に して販売

す るか。 原 価 お よび売上収益 は下 記の とお りで あ る。

A製 品 とB製 品 との結合 原価$36,000.

A製 品の 生産 量10,000ポ ン ド;売 価 ポ ン ド当た り$3.00;売 上総額$30,000.

`B製 品 の生産量10
,000ポ ン ド;売 価 ボ ン ド当 た り$1.50;売 上総額$15,000.

追加加工 に よつ て$16,000の 原価が発 生 し,10,QOOポ ン ドのB製 品は ポ シ ド当た り

$4で 販売 可能 な8,000ポ ン ドのC製 品 に加工 され る。

〈全般予算法〉

第 ・法(B製 品を加工しないで販売する場合)

A製 品の売上高

B製 品の売上高

総 収 益

分離点前の原価

総 原 価

純 利 益

$30,000

ユ5,000

第2法(B製 品を加工 してC製品 として販売す る場合)

$45,000

$36,000

$36,000

$9,000

A製 品の売上高

C製 品の売上高

総 収 益

分離点前の原価

追 加 加 工 費

合 計

純 利 益

$30,000

32,000

$62,000

$36,000

16,000

$52,000

$10,000

<差 額原 価法>

C製 品 の売上 収益(8,000ポ ン ド@$4)

未 加工状態 のB製 品の売 上収益(10,000,{ン ド@$1.50)…
一追

加加工費

総 原 価

$32,000

ユ5,000

16,000

追加加工による利益

$31,000

$1,000

上記 の計算 ではB製 品 の販売に必要 な経費が含 まれ てい ないが,販 売費そ の

他 の付帯費用が発生す るのが普通 であ る。 したが って,二 つの代替 的方法を比

較す る場合,そ れ らの費用は正味 売価 を決定す るた めB製 品の売 上収益か ら控
(1)

除 す る こ とに な る。 しか し,副 産物 の中には生産 分離点 では殆 ん ど無価値 の

ものが あ り,こ のよ うな場合には比較 上そ の副産物 の販売費 な どが 負の数値に

な ることもあ る。

(ユ)本 稿 のP・71の 脚 注(1)を 参 照 。
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一定 の割 り合いで生産 され る.結合生産物 の場合 。生産量 の割 り合いが固定 し

てい る結合生産に おいては,個 々の生産物につ いて計 算 され る原価 は価 格設定

上に殆 ん ど意義を持 たない と言われ てい る。 したが って,そ の全 生産量 を販売

す る必要が あ り,生 産の割 り合 いに応 じて生産物 を販売す るよ う個 々の生産物

の価格が調整 され ることにな る。

おそ らく,個 々の結合生産物に関す る唯一 の信頼 で きる収益性 の尺 度は,個

々の製品が 当該製品に割 り当て得 る個別的原価(separablecosts)を そ の売上収

益か ら差 し引いた後 で結 合原価に如何ほ どの貢献(corrtribution)を す るか とい

うことであ る。 この貢献 度合いが或 る製品を他 の製品 と比較す る場 合 の相対的

収益性 を示す ことにな るのであ るが,も ちろん,そ れ は純利益数値 ではない。

二つ 以上 の製品が一定 の比率で結 合生産 され る場 合,一 方の結合生産物の価 格

騰 貴はその生産量を増大 させ ることに な り,市 場がそ の増加分を吸収 で きるよ

うに他 方 の結合生産物 の価格を下落 させ る傾 向があ る。調査 シ リーズ第31号 は

この関係を植物 油製造業者を例に とって次の よ うに説 明 してい る。

油 とひ きわ りは それ ぞれ それ 自体の市 場 を持 ってい るが,一 定の範 囲内で結 合 した 市場

価値 を維持 す る補完効果(cα 皿te卜balanci㎎eff㏄t)が あ る。 た とえば,油 の価格 が騰貴す れ

ば利益が増 加す るが,業 者は ひ きわ りの価格 を下 げ るで あ ろ う。 油の 価格 が下が れば,業

者は一定 の収益水準 の結合 利益 を維持す るた めに ひ きわ りの価格 を高 め るで あろ う。

配 分 に 相 対 的 市 場 価 格 が 利 用 さ れ て い る結 合 生 産 物 の場 合 。 製 品 の 市 場 価 格

に 一 定 の 関 連 を 持 た せ て 結 合 原 価 を 配 分 す る場 合,相 対 的 販 売 価 格 が 唯 一 の 配

分 基 準 に な るが,こ の 基 準 に よれ ば 製 品 原 価 が 決 定 さ れ る前 に 売 価 を 知 る必 要

が あ る 。 これ は 一 種 の 循 環 論 法 に す ぎ な い よ うに 思 わ れ るが,そ の 手 続 の応 用

が 価 格 設 定 の 指 針 と して 実 際 に 使 わ れ て い る と の こ とで あ る 。 た と え ば,調 査

シ リ ー ズ 第31号 で は,過 去 に お け る製 品 間 の 市 価 の 違 い が 共 通 原 価 の 配 分 に 利

(1)TheNationalAssociationofCostAccountants,ProductCostsforPricin8Purposes
-・ResearchSeriesNo .24,青 木茂男訳,「 価 格設定 と原価 計算」(日 本生 産性 本部,

1959)を 参照。
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用 され て い る例 を 次 の よ うに 報 告 して い る。

'

キュー リの塩漬製造業者は異な る規格の製品について価格設定をす る 問題に直面 してい

る。過去においては,相 当に安定 した価格差異が存在 してお り,当 該業種では この価格差

異 を利用 して各種の規格の製品に共通原価を配分す るのが慣例にな っている。 この実務慣

行は,相 互に関連のあ る個 々の規格品の価格設定の指針 として役立 ち,ま た競争相手の価
(1)

格と比較できる数値を提供する。

販売競争 が激 しい製品 の場 合。製品の中に は競争 の激 しい市場 で販 売 され る

ものがあ るが,そ のよ うな製品を作 ってい る会社 はそ の製品を市場価 格で販売

しなければ な らない。かか る事情 の もとに おいては,経 営者は原材料に支払い

得 る価格 お よび発 生す る加工費許 容額を決定 した り,ま た一定 の価格 で原材料

を購 入 した としてもその製 品を時価で販売で きるか ど うか とい うことを決定す

る問題に 直面 してい る。調査 シ リーズ第31号 では,こ のよ うな問題 に対 処 して

い る実例 として食肉罐詰業を あげてい るが,か か る業種 では毎 日"豚 の価格調

査(hogteSt)"を 行 ない,そ れに よって経 営者 が豚 を購 入す る指 針 と し,か つ

損 を しない よ うに製 品売価 の調整を指 示す る損益数値 の提供 を図 ってい るとの
に 　

ことであ る。

なお,か か る場 合,個 々の結合生産物の売価 がその原材料 と直接 的 な関係を

持 たないので,下 記 の よ うに収益 か らの逆 算をす る必要があ る。

収 益

時価5セ ン トのX製 品45ポ ン ド

時価 ユ2セン トのY製 品13ポ ン ド

減損,2ポ ン ド

市 価 合 計

原 価

原 材料,60ポ ン ド

加 工 費

総 原 価

加工 利益

$225

1.56

$3.50

.28

$3.8ユ

3.78

$.03

(1)本 稿 のP.71の 脚 注(2)を 参 照 。

(2)TheNatiomallndependentMeatPackersAssociation,AccountingManualforMeat

Packers(TheAssociation,1956),ChapterXIIIを 参 照 。

、
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この例示 は二つ の製品だけを考慮 した比較的簡単な ものであ るが,多 くの等

価 的結 合生産物や副産物が結 合生産 され る際 で も同様 の計算が行 なわれ る。 し

か し,実 務 上,か か る数値 だけか ら経営意思決定 が行 なわれ ることはないので

あ り,現 在 の経済情勢が いつ まで続 くか,好 転 もし くは悪化す るとい う将来 の
　め

趨勢,固 定費 の回収,仕 入先 お よび得意先を維持す る見込み といった よ うな与

件 が考慮 され なければな らないであろ う。

販売競争が激 しくない製品 の場 合。製 品に よっては上記の事情 と異 なって販

売業者 自身が或 る一定 の範 囲で売価 を設定 で きる場合があ る。かか る場合,経

営者 は結合原価 の配分 基準を或 る程度 自由に選 択で きるわ けであ るが,も ちろ

ん結合生産物の売価が結合原価 を回収で きなけれ ぽな らない。か くして,基 本

的 な共通 原材 料費が配分 され る場 合,そ の結合生産物は原材 料の内容に応 じて

原価 を負担すべ きだ と言 え る。あ るいは また,結 合原価 が得意先 に対す る相対

的価値 を測 定す る基準 で配分 され る こと もあ る。かか る例 として,調 査 シ リー

ズ第31号 は,天 然 ガス と石油 との結合原価 が熱量基準 で配分 され る ことが あ る

として,そ の場合,得 意先 が当該製 品に進 んで支出をす る よ ケ見積 りに よって

配分基準を選 択 しなけれ ぽな らない と説明 してい る。そ うしなければ,結 合生

産物は生産割 り合いに応 じて販売 され るとい う確証 もなけれ ば,ま た最 も有利

な販売割 り合いが達成 され る確証 も存在 しないか らであ る。

結合生産物が再 び原材 料 と して利用 され る場 合。市場性 のあ る結合生産 物が

(1)こ の固定 費の回収 とい うことに関 し,S.W.Specthrie,Ibid,,P.548は 電 力会社 を

例 にあげ,得 意先別 の単位原 価の算定方法 として 全部 原価 を変動費 と固定費 とに分

け,前 者 については各得 意先の電 力消費比率 に よ り,ま た後者 については 最大 出力

時(atpeakload)に お け る各 得意先 の使用比 率 によ って按 分す るとい う方法 を説 明

してい る。 いま,そ の計 算例 を示せば下 記の とお りで あ るが,か か る計算の根拠 は

固定 費 が主 として 最 大 出力時の電 力供給の ために必要 な 原価で あ る とい う考 えによ

るの で あろ う。

灘 謙 灘 固定費 変動費 総原価 使服(轟 悠
一 般 家 庭60%40%$240

,000$80,000$320,0004,000,000$.080

工 業 会 社2530100,00060,000160,0003,000,000.033

電 鉄 会 社152060,00040,000100,0002,000,000.050

簾 難 」_1・=2。 ・・。・一 璽1,…,….・2Q

合 計100%100%$400,000$200,000$600,00010,000,000$.060
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販 売 され な い で利 用 され る場 合,最 終 生 産 物 の価 格設 定 に 役 立 つ 原価 を決 定 す

るた め,そ の市場 価 値 を も って分離 点後 の製 造 活 動 へ の賦 課 額 とす る こ とが あ

る 。か か る例 と して,調 査 シ リーズ第31号 は チ ョコ レー ト製 造 業 の場 合 を あげ

て い る。 す なわ ち,コ コア豆 が まず 主産 物 た る コ コア と副産 物 た る コ コア ・バ

タ ー とに分 割 され,そ の後 コ コア と コ コア ・バ ターは一 定 の 最終 生 産 物 の中 へ

種 々の割 り合 い で結 合 され るが,か か る生 産 物 の原価 計 算 上 コ コア ・パ タ ーに

関 して はそ の市 場価 格 を利 用 す る とい うの であ る。 これ は,言 うまで もな く,

価 格 設 定 上 に取 替 原価 とい う機 会原価 概 念(opportunitycostconcept)を 採 用 し

た もので あ る。

§6内 部 統 制

結合原価 のi現象は原価管 理(costcontrol)や 利益管 理(profitcontrol)を 遂行 す

る内部組織(intei自al(㎎anization)1こ も影響 を与 え,ま た経営成果(managerial

performance)を 測定 す る諸 方法に も影響 を与え る。た とえぽ,調 査 シ リーズ第

31号 に よれば,食 肉罐詰業 に おいては製品評価 基準 と して市場価値を利用す る

会社 があ るとの ことであ るが,そ れ は市場価 値が客観的に決定 で きるのに対 し

て製 品原価 は客観 的に決定 で きないか らであ ると言われてい る。かか る会社に

おいては,経 営 上の責任区分は製 品が市場価 値を有す る点で決定 され,製 品別

でな くて責任区分別に損益 を示す ことに な る。 このよ うな場合,経 営成果は結

合生産物全 体に関す る利益に よって測定 され るのであ り,結 合生産物に対す る

結合原価 の配分は不要であ る。

原価管 理 目的か らすれば,結 合原価 の結合生産物へ の配分は無用 であ る。結

合原価 の配分 とい うことには経営成果 と無関係 な原価 の変動 額が含 まれ るか ら

であ り,ま た管理すべ き原価額 よ りも原価 配分 の方法に経 営者 の関心 が集 中す

る傾 向があ るか らであ る。そ こで,一 般 に結合生産物 の生産量に関す る統計資

料 を能率制定 の基本的指針 とじてい るよ うであ る。た とえば,調 査 シ リーズ第

31号 に よると,製 材業 で使用 され る原木 の原価 は管理 目的か らすれば重要であ

るが,そ の総額 を各等級 の材木に配分す ることは基本的原材料 の原価管 理には
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役 立たず,む しろ,各 種 結合生産物 の生産数量に関す る資料が経営能率 の有用

な指標 とな り,原 材料購入 の指針にな ってい ると言わ れてい る。

しか し,内 部統制 目的上,個 々の製 品に対す る個別損益 を示す ために結合原

価 を製品間に配分す ることが有用だ と主張 されてい る場合があ る。かか る典型

的 な例 として,調 査 シ リーズ第31号 は或 る会社 の 実例を 次の よ うに 示 してい

る。 ・

二つの等価的結合生産物 が一つの 共通原材料か ら生産され るとす る。 その二つの製品は

別 々の市場で販売 されるので,二 つの販売部門で扱われている。 各製品販売部門の成果は

各製品の利益によって測定 され,各 製品の利益の趨勢 が毎月観察 されている。 これ ら製品

別利益数値は販売促進に も大 きな効果があ ると考えられる。 この 目的か ら,変 化を測定す

る基 準 数 値 よ りも製品別利益数値の変化に注意を向けている。 結合原価の配分に関して

は,製 品原価の高度の正確性は必要でな く,合 理的で首尾一貫 した方法を採用すれば 十分

であ る。

しか しなが ら,調 査 シ リーズ第31号 に よれば,副 産 物に関 しては,一 般 に採

用 されてい るそ の会計方法が副産物 の利益 表示を行 な っていない ので,な ん ら

販 売促進 に 役立たない とい う見解 を 発表す る会社 代 表者 もいた との ことであ

る。 また,等 価 的結合生産物に関 して も,そ の個別的損益 数値 の有用性につ い

て,実 地 調査を した会社 の代表者達が見解 の一致をみ てい なか った との ことで

あ る。 以 上

1962,4,8.




